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令和７ 年度東浦町健全化判断比率及び資金不足比率の審査意 

見について  

地方公共団体の財政の健全化に関する 法律第３ 条第１ 項及び第 22 条第１

項の規定に基づき 、そ の算定の基礎と な る 事項を 記載し た 書類を 審査し た の

で 、 次のと おり そ の意見を 提出し ま す。  
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令和７ 年度東浦町健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

第１  基準に準拠し ている旨 

本審査は、 東浦町監査基準に準拠し 実施し た。  

 

第２  審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３ 条第１ 項及び第22条第１ 項の規定に

よる健全化判断比率等審査 

 

第３  審査の対象 

令和７ 年度決算に基づく 健全化判断比率（ 実質赤字比率、 連結実質赤字比率、 実質

公債費比率及び将来負担比率） 、 資金不足比率及びその算定の基礎と なる事項を記載

し た書類 

 

第４  審査の期間 

2026年６ 月26日から 同年８ 月４ 日まで 

 

第５  審査の着眼点及び実施内容 

審査にあたっ ては、 町長から 審査に付さ れた健全化判断比率、 資金不足比率及びそ

の算定の基礎と なる事項を記載し た書類が、 関係法令に基づいて適正に算定さ れてい

るか、 書類の計数は正確かに主眼を置き、 関係職員の説明を求め聴取し 、 審査を実施

し た。  

 

第６  審査の結果 

審査に付さ れた健全化判断比率、 資金不足比率及びその算定の基礎と なる事項を記

載し た書類が関係法令に適合し 、 かつ正確に作成さ れており 、 適正と 認めら れた。  

 

第７  健全化判断比率等の概要 

１  健全化判断比率 

令和７ 年度決算に基づく 健全化判断比率の状況は、 次のと おり である。  

 

 

 

 

 

 



単位： ％ 

指 標 名 年 度 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 

７ 年度 － ( △ 4. 88)  13. 06 

20. 00 ６ 年度 － ( △ 6. 76)  13. 12 

５ 年度 － ( △ 3. 84)  13. 17 

連結実質赤字比率 

７ 年度 － ( △14. 78)  18. 06 

30. 00 ６ 年度 － ( △17. 21)  18. 12 

５ 年度 － ( △16. 13)  18. 17 

実質公債費比率 

７ 年度 0. 1 

25. 0 35. 0 ６ 年度 0. 2 

５ 年度 0. 3 

将来負担比率 

７ 年度 － ( △60. 1)  

350. 0 

 

６ 年度 － ( △68. 0)  

５ 年度 － ( △63. 9)  

注： 実質赤字比率、連結実質赤字比率の算定において、赤字額でない場合は「 －」 で表示し た。

将来負担比率の算定において、 将来負担額より も当該負担額に充当可能な財源等が上回る

場合は「 －」 で表示し た。 （   ） 内は計算結果に基づく 算定数値を参考と し て表示し た。 

 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、 黒字と なったため算出さ れなかっ

た。 実質公債費比率は前年度と 比較し て 0. 1 ポイント 低下し たが、 早期健全化基準を

下回っ ている。 将来負担比率は、 充当可能財源等が将来負担額を上回っ たため、 マイ

ナス表示と なり 算出さ れなかっ た。  

 

２  資金不足比率 

令和７ 年度決算に基づく 資金不足比率の状況は、 次のと おり である。  

単位： ％ 

会 計 名 年 度 資金不足比率 経営健全化基準 資金不足額(千円) 

水道事業会計 

７ 年度 － ( △141. 8)  

20. 0 

△971, 179 

６ 年度 － ( △140. 4)  △1, 008, 035 

５ 年度 － ( △171. 5)  △1, 235, 786 

下水道事業会計 

７ 年度 － ( △ 36. 7)  

20. 0 

△198, 560 

６ 年度 － ( △ 31. 2)  △170, 071 

５ 年度 － ( △ 19. 8)  △104, 094 

注： 資金不足比率の表示は、 資金不足額がなく 資金剰余額がある場合には算定さ れないため、

「 －」 で表示し た。 （   ） 内は計算結果に基づく 算定数値を参考と し て表示し た。  

 

公営企業において資金の不足額を生じ た会計はなく 、 資金不足比率は算出さ れなか

っ た。  


